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Ⅰ 調査のあらまし 
１ 調査の目的 

  この調査は，商業の実態を明らかにし，商業に関する施策の基礎資料を得ることを目的とする。 
 
２ 調査の根拠 

  統計法（昭和２２年法律第１８号）及び商業統計調査規則（昭和２７年通商産業省令第６０号）による（指 
 定統計第２３号）。 
 
３ 調査の範囲 

  日本標準産業分類（総務省告示第１３９号）に掲げる大分類「Ｊ－卸売・小売業」に属する事業所。 
 
４ 調査の期日及び周期 

  平成１４年６月１日現在で調査した。商業統計調査は，「本調査」及び「簡易な方法による調査」（以下「簡 
 易調査」という）からなり，今回は「本調査」にあたる。なお，昭和２９年以降の調査年次，調査の種類，調査

期日は下表のとおりである。平成９年以降「本調査」は５年ごとに行い，「簡易調査」は「本調査」を行った 
 年から２年目にあたる年に行う。調査期日は「本調査」は６月１日，「簡易調査」は７月１日である。 
 

調査年次 調査の種類 調査期日 調査年次 調査種類 調査期日 

昭和２９年 甲・乙 ９月１日 昭和５４年 甲・乙・丙・丙の２ ６月１日 

  ３１ 甲・乙 ７月１日   ５７ 甲・乙・丙・丙の２ ６月１日 

  ３３ 甲・乙 ７月１日   ６０ 甲・乙 ５月１日 

  ３５ 甲・乙・丙 ６月１日   ６１ 丙 10月1日 

  ３７ 甲・乙・丙 ７月１日   ６３ 甲・乙 ６月１日 

  ３９ 甲・乙・丙 ７月１日 平成 元年 丙 10月1日 

  ４１ 甲・乙・丙 ７月１日    ３ 甲・乙 ７月１日 

  ４３ 甲・乙・丙 ７月１日    ４ 丙 10月1日 

  ４５ 甲・乙・丙 ６月１日    ６ 甲・乙 ７月１日 

  ４７ 甲・乙・丙 ５月１日    ９ 甲・乙 ６月１日 

  ４９ 甲・乙・丙 ５月１日   １１ 簡易 ７月１日 

  ５１ 甲・乙・丙 ５月１日   １４ 甲・乙 ６月１日 

 
甲調査：法人組織の卸売・小売業（昭和２７～３３年は飲食店を含む） 
乙調査：個人経営の卸売・小売業（昭和２７～３３年は飲食店を含む） 
丙調査：一般飲食店（昭和３５～５１年はその他の飲食店を含む） 
丙の２調査：その他の飲食店 



 

 50 

５ 調査の単位 

  商業統計調査は事業所ごとに調査する。 
  事業所とは「一区画を占めて，単一の経営主体のもとにおいて経済活動を行っている場所」において「物 
 の生産やサービスの提供が，人と設備を有して継続的に行われていること」で，同一の経営者が２カ所以上 
 に営業拠点を有している場合は，その場所ごとに，また，同じ場所であっても経営者が異なる商業店舗は， 
 経営者ごとに調査する。 
 
６ 調査の方法 

  調査票により対象事業所（申告義務者）の自計申告の方法で調査した。 
 
７ 利用上の注意 

   今回の数値は経済産業省の承認を得て，本市が集計した概数値であり，後日，経済産業省や北海道が公表す

る数値と一致しない場合がある。 
   時系列比較において，前回以前の数値の中には，国公表値の集計分析が不十分であるため，道集計値，本市

集計値を使用した部分がある。また，地区別集計及び大規模小売店集計については，すべて本市集計による概

数値である。 
   結果表中，商業事業所数が１または２の場合，個々の事業所の情報が漏れるおそれがあるので，事業所数以

外の調査事項の数値をＸで表示した。なお，この秘匿によってもれるおそれのあるものについては，商業事業

所数が３以上でもＸで秘匿した箇所がある。 
   農業協同組合の同一構内に購買店舗がある場合は複合サービス業に分類されるため，調査の対象にはなっ 
ていない。 

 
８ 主な用語の説明 

   商業事業所（商店） 
   商業事業所とは，原則として次のものをいう。 
① 主として，商品を購入して販売する事業所（同一企業内の本支店間または支店相互間で帳簿上商品の 
 振替を行った場合も商品の購入または販売とする）。 
② 主として，他人または他の事業所のために商品の売買の代理を行う事業所または仲立人として商品の 
 売買のあっせんを行う事業所。 
 

   卸売業 
   卸売業とは，主として次の業務を行う事業所をいう。 
① 小売業又は他の卸売業に商品を販売する事業所 
② 産業用使用者（建設業，製造業，運輸業，飲食店，宿泊業，病院，学校，官公庁等）に商品を大量又 
 は多額に販売する事業所 
③ 主として業務用に使用される商品（事務用機械及び家具，病院・美容院・レストラン・ホテルなどの 
 設備，産業用機械（農業用器具を除く），建設材料（木材，セメント，板ガラス等））を販売する事業所 
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④ 製造業の会社が別の場所に経営している自己製品の卸売事業所（主として統括的管理的事務を行って 
 いる事業所を除く） 
⑤ 他の事業所のために商品の売買の代理行為を行い，又は仲立人として商品の売買のあっせんを行う事 
 業所（代理商，仲立業） 
 

   小売業 小売業とは主として次の業務を行う事業所をいう。 
① 個人用又は家庭用消費のために商品を販売する事業所 
② 産業用使用者に少量又は少額に商品を販売する事業所 
③ 商品を販売し，かつ同種商品の修理を行う事業所 
④ 製造した商品をその場所で個人又は家庭用消費者に販売する事業所（菓子店，調剤薬局等） 
⑤ ガソリンスタンド 
⑥ 主として無店舗販売を行う事業所（訪問販売，通信・カタログ販売等） 
 

   統括管理事務所 
   商業を営む法人企業の本社・本部又は支社及び個人経営の事業所が，商品の仕入れ販売を行わないで総 
  務，労務等の管理業務のみを行っている事業所をいい，商業に格付けする。なお，統括管理事務所は「年 
  間商品販売額」，「売場面積」等の調査をしていない。 
 
   従業者 
   平成１４年６月１日現在で，その事業所の業務に従事しているものをいい，個人事業主，無給家族労働 
  者，会社団体の有給役員及び従事雇用従業者（一定の期間を定めずに若しくは１か月を超える期間を定め 
  て雇用している人と，これ以外の平成１４年４月と５月にそれぞれ１８日以上雇用した者を含む）をいう。 
    
   年間商品販売額 
   その事業所における１年間の有体商品の販売額をいう。したがって，土地，建物などの不動産及び株券， 
  商品券，宝くじ，切手などの有価証券の販売額は含まれない。 
   なお，平成１３年４月から平成１４年３月までの販売額を記入するが，これが困難な場合は直前の決算 
  日前１年間の販売額を調査した。 
  
   売場面積 
   商品を販売（小売業のみ）するために，その店が実際に使用する売場の延べ床面積をいう。なお，牛乳小 
売業，自動車小売業，畳（製造・非製造）小売業，建具（製造・非製造）小売業，新聞小売業，ガソリンスタ

ンド，訪問販売，通信・カタログ販売は含めない。 
 
   大規模小売店 
   売場面積が１０００㎡を超える小売店舗（寄合百貨店を含む）。なお本市では大規模小売店内のテナントも

大規模小売店に含めて集計している。 


